
 医療資源の効果的・効率的な活用に関する目標  医療資源の効果的・効率的な活用に関する目標
急性気道感染症及び急性下痢症の患者に対する抗菌薬の処方や神経障害性
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といった効果が乏しいというエビデンスがあ
ることが指摘されている医療や白内障手術及び化学療法の外来での実施状況などの医療
資源の投入量に地域差がある医療については、個別の診療行為としては医師の判断に基
づき必要な場合があることに留意しつつ、地域ごとに関係者が地域の実情を把握すると
ともに、医療資源の効果的かつ効率的な活用に向けて必要な取組について検討し、実施
していくことが重要である。リフィル処方箋については、保険者、都道府県、医師、薬
剤師などの必要な取組を検討し、実施することにより活用を進める必要がある。その際、
分割調剤等その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しながら取り組むことも重要
である。このため、都道府県においては、医療資源の効果的・効率的な活用に関する目
標を設定することが考えられる。

急性気道感染症及び急性下痢症の患者に対する抗菌薬の処方といった効果が乏しいと
いうエビデンスがあることが指摘されている医療や白内障手術及び化学療法の外来での
実施状況などの医療資源の投入量に地域差がある医療については、個別の診療行為とし
ては医師の判断に基づき必要な場合があることに留意しつつ、地域ごとに関係者が地域
の実情を把握するとともに、医療資源の効果的かつ効率的な活用に向けて必要な取組に
ついて検討し、実施していくことが重要である。リフィル処方箋については、保険者、
都道府県、医師、薬剤師などの必要な取組を検討し、実施することにより活用を進める
必要がある。その際、分割調剤等その他の長期処方も併せて、地域の実態を確認しなが
ら取り組むことも重要である。このため、都道府県においては、医療資源の効果的・効
率的な活用に関する目標を設定することが考えられる。
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３ 目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項 ３ 目標を達成するために都道府県が取り組むべき施策に関する事項
第四期都道府県医療費適正化計画において、１及び２で設定した目標値の達成のために、
都道府県が講ずることが必要な施策としては、以下のものが考えられる。

第四期都道府県医療費適正化計画において、１及び２で設定した目標値の達成のために、
都道府県が講ずることが必要な施策としては、以下のものが考えられる。
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 後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進  後発医薬品及びバイオ後続品の使用促進
第四期都道府県医療費適正化計画においては、各都道府県が設定する後発医薬品及
びバイオ後続品の使用促進に関する数値目標の達成に向け、都道府県域内における後
発医薬品及びバイオ後続品の使用促進策等について記載することが考えられる。こう
した施策としては、例えば、後発医薬品及びバイオ後続品を医療関係者や患者が安心
して使用することができるよう、医療関係者、保険者等や都道府県担当者等が参画す
る後発医薬品の使用促進に関する協議会を活用して、医療関係者への情報提供など都
道府県域内における後発医薬品及びバイオ後続品の使用に関する普及啓発等に関する
施策を策定・実施することが考えられる。また、都道府県域内の後発医薬品の薬効別
の使用割合のデータ等を把握・分析することにより、使用促進の効果が確認されてい
る差額通知の実施等の保険者等による後発医薬品の使用促進に係る取組を支援するこ
とのほか、医薬品の適正使用の効果も期待されるという指摘もある地域で協働して作
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「フォーミュラリの運用について」（令和
５年７月）の周知、好事例の展開や都道府県域内の地域フォーミュラリの周知による
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必要な
取組を進めることが考えられる。また、「安定供給の確保を基本として、後発医薬品を
適切に使用していくためのロードマップ」（令和６年９月。以下「ロードマップ」とい
う。）を踏まえた取組を進めることも考えられる。
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発医薬品及びバイオ後続品の使用促進策等について記載することが考えられる。こう
した施策としては、例えば、後発医薬品及びバイオ後続品を医療関係者や患者が安心
して使用することができるよう、医療関係者、保険者等や都道府県担当者等が参画す
る後発医薬品の使用促進に関する協議会を活用して、医療関係者への情報提供など都
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